
視座

大津市長のとき
に公共交通の問題
に取り組んだ。人
口減少が進む地域で

は、バスの乗客が減る。
そうすると、バスの本数

が減り、さらに乗客が減る
という負のスパイラルに陥る。

また、駅やバス停から離れた地域
では、車がないと買い物にも病院にも行

けず、高齢者が免許を返納したくでもできない。
そこで、バス路線が廃止となったり、バスがない地域に

おいて、デマンド型乗合タクシーやカーシェアリングに取
り組んだ。今であれば、公共ライドシェアも選択肢だろう。
バスに乗るときは、バスの時間に合わせバス停まで歩かな
ければならないが、デマンドタクシーであれば、出かける
時間に自宅まで迎えに来てくれ、便利になる。しかし、バ
スがなくなることに対しては、「地域がすたれる」という住
民の不安が大きい。そこで、交通をリデザインした先の便
利な姿を住民に示すことが重要だと実感した。
また、デマンドタクシーの利用には配車アプリが便利だが、

利用者に高齢の方が多く、使われないこともある。生成AI
で利便性と効率性を上げ、音声アプリも活用した使いやす
い仕組みが必要だろう。
しかし、過疎地域では、乗客は少なく、病院や買い物に

行くまでの距離が数十kmあり、工夫を凝らしても、黒字
化は難しい。そこで、当面は国や自治体の補助が必要にな
るが、これを抜本的に解決するには、自動運転しかない。
大津市では、京阪バスとともに、バスの自動運転にも取

り組んだ。その理由の一つは、バス運転士不足であった。

バス運転士の不足と高齢化は深刻で、都市部でも、乗客は
いるが、運転士不足によって、バス路線が廃止されること
がある。
現在、全国で自動運転の実証実験が行われているが、な

かなか完全無人運転の実用化には至らない。出張でサンフラン
シスコに行くが、完全無人タクシーのWaymoが街中を普
通に走り回っており、行く度に台数が増えている。アプリ
で呼ぶと、無人の車が来て、混雑した街中を走り、目的地
に着くと無人で去っていく。
日本でなかなか自動運転が実用化しない理由を考えると、

技術でも法律でもなく、「失敗を許さない」風土があるよう
に思う。実証実験も少しでも事故があると止まってしまう
ことが多い。これを乗り越えるためには、「事故ゼロ」では
なく、人の運転に比べてどのくらい事故が減らせるかとい
う許容できる安全レベルの社会的認識の共有が必要だろう。
また、事故が起こった場合の検証体制も重要だ。この点、
自動運転事故についても、運輸安全委員会で検証されるこ
とになったのは大きい。事故が起こることを前提に、事故
原因を究明し、再発防止を行い、そして住民に対する説明
と公表をして、自動運転を前に進めるべきだ。
人口減少が進む日本においては、あらゆる手段を駆使して、

住民の足を確保する必要がある。
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